
企業行動に関するアンケート調査

オンラインによる回答方法（推奨）

令和7年度

回答の入力
調査票に従って、回答してください。
※回答の一時保存機能や記入不備のチェックなど、便利な機能を備えています。詳細は中面をご確認ください。

回答の送信
送信前の確認画面で入力内容を確認した後、送信してください。
回答の送信は、一回行ってしまうとやり直しができませんので、ご注意ください。

本調査にご協力いただきありがとうございます。
ご回答いただいた内容は、今後の経済政策立案などの基礎資料として

大切に活用させていただきます。

これまでの調査結果については下記の本調査HPに公開されておりますので、是非ご覧くだ
さい。本調査の詳しい回答方法が掲載されている「調査票記入の手引き（詳細版）」もダウンロード
いただけます。

〈参考〉 令和6年度 企業行動に関するアンケート調査結果（概要）（令和7年2月28日公表）
※問1部分の一部抜粋

企業行動に関するアンケート調査HP
URL：https://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/ank/menu_ank.html

回答方法に関する
お問い合わせ 株式会社サーベイリサーチセンター

TEL:0120-901-849（受付時間：平日9:00～18:00）

書類不足やご不明点等がございましたら、以下までご連絡ください。

「企業行動に関するアンケート調査」 調査実施事務局 

より詳しい回答方法は、本調査HPからダウンロードできる「オンラインによる回答方法について」からご確認いただけます。

株式会社サーベイリサーチセンター

企業行動に関するアンケート調査HP

0120-901-849（受付時間：平日 9:00～18:00）
03-5615-9264
kigyo-ank@surece.co.jp（24 時間受付）

電子調査票の取得
❶ ブラウザのアドレスバーにhttps://www.e-survey.go.jp を入力、または
　「政府統計オンライン」と検索し、「政府統計オンライン調査総合窓口」へ
　 アクセスしてください。

❷ 「送付物及びログイン情報のご案内」に記載しているログイン情報の「政府統計コード」・「調査対象者ID」・「パスワード」を
　 入力し、ログインしてください。

❸ 初めてログインした場合は、「パスワードの変更」画面が表示されます。任意の新しいパスワードを入力・設定してください。

❹ 「連絡先情報の登録」画面にて、メールアドレスおよび担当者名を入力してください。

❺ 「調査票の一覧」画面にて、「企業行動に関するアンケート調査」をクリックし、電子調査票を表示してください。

利用環境の確認
オンラインでご回答いただくパソコン等の利用環境がご確認いただけます。

その他の回答方法

紙の調査票によるご回答（郵送）
同封している調査票にご記入の上、返信用封筒に入れて
ご返送ください。郵送のほか、FAXでのご提出も受け付け
ています。

Excel調査票によるご回答（メール）
本調査HPからExcel調査票をダウンロードしてください。
ダウンロードしたファイルにご記入の上、調査実施事務局
までメールでお送りください。

［推奨利用環境］ URL:https://www.e-survey.go.jp/recommended_env

URL：https://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/ank/menu_ank.html

「企業行動に関するアンケート調査」 調査実施事務局

EMAIL:kigyo-ank@surece.co.jp （24時間受付）

EMAIL

HPからダウンロード
してください。

企業行動アンケート調査

T E L :

F A X :
EMAIL:

政府統計オンライン

「政府統計オンライン調査 総合窓口」

企業行動アンケート調査

調査票記入の手引き
（
簡
易
版
）



調査票記入の手引き（簡易版）
ご回答にあたってのポイントをお伝えします。

回答を一時中断する場合 回答の控えをダウンロード、印刷する場合 回答の送信後に、
調査内容を修正する場合

景気・需要見通し
これまでのGDPや業界の需要動向などを
もとに、経済成長率のおおよその予想を
ご記入ください。

■海外需要も含めてご記入ください。
■業種が複数あり、連結ベースでの回答が
　難しい場合は、主力業種でお考えください。
■ご回答の参考として、調査票には過去3
　年間の我が国の経済成長率を記載して
　います。また、ホームページでは過年度の
　調査結果を業種別に掲載しています。
　詳しくは裏表紙をご覧ください。

調査票右上の「回答の一時保存」ボタンをクリック
することで、入力中の回答情報等を一時的に保存
することができます。また、「一時保存した回答の
取得」ボタンをクリックすることで保存した内容を
取得し、入力を再開することができます。なお、
回答の一時保存では調査票を提出したことには
なりませんので、ご注意ください。

「調査票の一覧」画面から下記の❶～❸の順に進むことで、回答内容をExcel形式
またはPDF形式でダウンロードすることができます。

回答の送信は、一度行ってしまうとやり直しが
できませんので、ご注意ください。
回答の送信後に、回答内容を修正する場合は、
調査実施事務局へ修正内容をご連絡ください。

採算円レート
貴社において、どの程度円高になっても
採算がとれるのか、その水準を対米ドル
円レート（１ドル＝何円程度か）でご回答
ください。

右上記載の算出方法に沿ってご記入ください。

海外現地生産比率
海外で最終生産物として生産された製品は、
海外現地生産とします。
（例）ある製品の部品は国内で生産し、それを
海外の工場に搬入して製品を組み立てている
場合などは、海外現地生産となります。

■主力製品が多岐にわたり回答が難しい場合
　は、収益の多い製品でお考えください。
■輸出を行っていない場合は、1の位のみに
　0とご記入ください。

海外に生産拠点を
置く理由

「主な理由」は１つまで、「その他該当理由」は
2つまでとなっております。

製造業の方のみご記入ください

❶「企業行動に関するアン
　ケート調査」をクリック

❷「ダウンロード」を
　クリック

❸ファイル形式を選んで
　「ダウンロード」をクリック回答上の注意

オンライン

「今後3年間」の
算出方法

「今後3年間（令和8～10年度平均）」では、令和7年度、
8年度、9年度、それぞれの対前年度比を計算し、その
平均値をご記入ください。（問1、問3、問4共通）

※「今後5年間」も上記と同様にご記入ください。

【例】
問1 名目経済成長率
今後3年間の場合

① 令和7年度 名目経済成長率（対令和6年度）…1.7
② 令和8年度 名目経済成長率（対令和7年度）…1.2
③ 令和9年度 名目経済成長率（対令和8年度）…1.9
⇒（1.7＋1.2＋1.9）／3 ＝ 1.6　となります。

問１

問2
問5（2）

問5（1）

製造業の方のみご記入ください

設備投資の伸び率

■設備投資額を据え置きで計画されている場合は、
　「0％」（選択肢7）をご選択ください。
■設備投資額を0円で計画されている場合は、
　「設備投資を行う予定がない」（選択肢14）を
　ご選択ください。

ソフトウェア（無形固定資産）や土地の整地費、
造成費も含めた設備投資の伸び率について
ご記入ください。

※営業用のものに限る

＜有形固定資産＞
・建物及び暖房・照明などの付属設備
・構築物（ドック、岸壁、さん橋、軌道、貯水池など）
・機械、装置など
・船舶、鉄道車両、自動車など
・工具、器具、備品（耐用年数１年以上のもの）
・リース資産など

＜無形固定資産＞
・特許権・借地権・商標権・実用新案権
・鉱業権・漁業権・ソフトウェアなど

・土地の購入
・中古品の購入
・建設仮勘定からの振替

●「設備投資に含める」主なもの

●「設備投資に含めない」もの

雇用者数の動向
こちらの設問のみ、連結ベースではなく単体
ベース（貴社のみの状況）をご記入ください。

3

問4

問

■海外にある別会社に生産を委託している場合は、
　海外現地生産に含めません。
■海外現地生産をしていない、今後する予定が
　ない場合は、「0.0」とご回答ください。
■現地生産比率の計算方法は、調査票に記載して
　おります。

■その他を選択いただいた場合は、「具体的に：」に
　理由をご回答ください。

■雇用者とは、貴社が雇っている「正社員・正職員」
　「嘱託」「契約社員」「パート・アルバイト」です。
　「役員」も含めます。「派遣社員」は含めません。

右上記載の算出方法に沿ってご記入ください。

右上記載の算出方法に沿ってご記入ください。


